
ごあいさつ

１日㈮　第６回臨時会（初議会）
７日㈭ 京塚愛宕神社さんげさんげ参加
11日㈪　全員協議会
15日㈮～18日㈪　12月定例会一般質問
　　　　産業厚生常任員会及び広報常任委員会
　　　　全員協議会
20日㈬ 新保育所整備に係るワークショップ
22日㈮　最上地区広域連合全員協議会 
23日㈯ さけがわ元気プロジェクト実行委員会
27日㈬　最上地区広域連合12月定例会 

11日㈭　鮭川村新春のつどい 
10日㈬　 国会議員との懇談
20日㈯ さけがわ元気プロジェクト実行委員会 
23日㈫　県町村議会新議員研修会（山形市） 
24日㈬　産業厚生常任委員会閉会中調査（庄内地区） 
30日㈫　村議会議員研修会

１日㈭　議会広報常任委員会 
４日㈰ さけがわ雪祭り 
５日㈪ ㈱スノーピーク連携事業に関する打合せ会
９日㈮ 山形県、山形大学等起業創出事業打合せ
13日㈫　第１回臨時会及び全員協議会
23日㈮ 友遊クラブ文部科学大臣表彰受賞祝賀会 
27日㈫　新年度予算内示会及び全員協議会

１日㈮　全員協議会
４日㈪　最上地区広域連合３月定例会 
６日㈬～12日㈫　３月定例会一般質問
　　　　予算審査特別委員会 
　　　　産業厚生常任委員会及び広報常任委員会 
８日㈮ 向居地区県道側溝調査
15日㈮　 地域おこし協力隊活動報告会 
19日㈫ 川口地区急傾斜地区域調査 
21日㈭ 村内事業所課題調査

７日㈰ 京塚地区山の神勧進事業支援活動 
15日㈪ 空き家利活用事業先進地視察　新潟県
17日㈬ 村内事業所課題調査（～18日） 
20日㈯ さけがわ元気プロジェクト実行委員会 
21日㈰　村消防団大演習 
22日㈪　全員協議会
24日㈬ 最上地区有志新人議員交流会 
26日㈮ 村特産品通信販売調査活動 
27日㈯ 小杉の大杉観光客入込状況調査(～29日) 
30日㈫　広報常任委員会 
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独自の活動です。
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一般質問●西野桂一の質問要旨

◎その他主な質問（令和５年12月臨時会～）
Q　今後の高齢者に係るコロナワクチン接種の費用負担に
ついて、これまでの高齢者等インフルエンザワクチン接種と
同様な助成対応を求めた。
Q　本年度の職員採用試験について、第一次試験（教養）時
全員不合格となったため再募集を行って、第２回目の採用試
験では教養試験なしで選考を行ったことについて、第１回目
と同様に教養試験を行い、公平かつ適正な試験実施を求めた。
Q　地域活性化企業人制度の継続活用を行い、民間活力の活
用及び企業交流を通じたふるさと納税などの新たな施策の展
開を求めた。
Q　農業多面的機能支払交付金及び中山間地域等直接支払制

　度の対象地区について、制度目的を尊重し高齢化等の原因
　で継続困難な地区に対する事業継続可能な支援体制の強化
　を求めた。
Q　村制70周年記念事業について、村民不在の企画運営に
　なっていないか指摘、村民の意見を取り入れ村民と一体と
　なった記念事業を行うよう求めた。
Q　特定（危険）空き家対策について、これまで以上に対策
　に要する施策立案の研究を求めた。
Q　ふれあいスポーツセンター太陽館などの指定管理委託料
　について、実勢価格に基づく適正な価格設定を求めた。
Q　農業集落排水事業排水管接続率の向上に向けた補助事業
　等の施策の拡充を求めた。

◎新保育所整備計画について
　これまで、新保育所の運営方針や建設予定地など地域
や保護者の方々など村民との意見集約による整備計画を
求めてきた。現在は、鶴田野地区を建設予定地とし、令
和８年度完成に向けた基本計画が策定された。基本計画
や今後実施される実施設計内容をしっかり点検するとと
もに、今後の進め方や適正な建設予算の配置など議論し
ていきたいと考える。

詳細は議会広報で

◎令和5年12月15日㈮　12月定例会
 一般質問／令和６年度予算編成方針等について
要旨　社会経済情勢や村の課題に的確に対応するため、
限られた財源を有効に活用するための事業の「選択と
集中」を徹底した予算配分とすることと同時に、行政
と村民が思いを共有するための考えを求めた。また、
村の自主財源の確保に向けた村民所得の向上や企業版
ふるさと納税の活用などの施策、行政課題の複雑化・
多様化に対応するための民間活力の活用やＤＸ（デジ
タルトランスフォーメーション）の推進など先々を読
んだ施策をスピード感を持って取り組むべきと求めた。
村長　人口減少や価格高騰の長期化、気候変動と激甚
化する自然災害などに対応するため、各種計画に基づ
き、優先順位をつけながら予算編成にあたる。

　自治体DX（デジタルトランスフォーメーション）とは？
　行政サービスについて、デジタル技術やデータを
　活用して、住民の利便性を向上させるとともに、
　デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を
　図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋
　げていくことができる。

　企業版ふるさと納税とは？
　国が認定した地方公共団体の地方創生事業に対し
　企業が寄付を行った場合に、法人税関係税から最
　大で寄付額の９割が税額控除される仕組み。
　※令和４年度山形県内の状況：寄付件数176件、
　　　　　　　　　　　　　　　　393.3百万円
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◎令和6年3月6日㈬～12日㈫　3月定例会
 一般質問／農業「地域計画」の推進について
要旨　「地域計画」の推進について、地域が一体とな
って取り組むことで、新たな収益活用や６次産業化の
創出、地域維持活動など所得の更なる向上、地域課題
の解決や持続可能な地域づくりに資する有効な取り組
みが期待できるため、この機会をチャンスと捉え、国、
県、農業団体等の支援制度を有効に活用し、積極的に
取り組むよう求めた。
村長　地域計画の令和６年度中の完成を目指す。

　農業「地域計画」とは？
　国では、農業者の減少や耕作放棄地の拡大といっ
　た問題が深刻化する中、地域内外の幅広い担い手
　の確保と農地集約を進めるため、地域での話合い
　のもと、目指すべき将来の農地利用の姿（１筆ご
　との将来計画）を明確化する地域計画を新たに策
　定することが義務付けられた。未策定の場合は、
　国の補助事業が受けられない場合がある。

　地域での話合いによる他地域での好事例
　農産物のブランド化、６次産業化、産直や農家レ
　ストランの新設、新規就農者の確保など。

 一般質問／村営住宅等整備計画について
要旨　最近の本村へのUターンなどの移住定住希望者
が増えている状況下、人口減少対策としての移住定住
の推進に向けて、村営住宅の追加整備のほか民間企業
と連携したアパート整備の誘致や宅地分譲整備、住宅
建築に対する補助金の創設など住宅環境整備に係る総
合的な施策の拡充を求めた。
村長　さけまる定住促進住宅２期計画として、令和７
～８年度で建築工事を実施する。

　令和５年度の本村への移住定住相談件数
　相談件数 69件（空き家を活用した移住件数 11件）
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